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【２】－１ 地方公務員の職種

①都道府県職員

地方行政に関する企画立案から行政活
動の実施までの幅広いフィールドで活
躍する。市町村の総合調整等の広域行
政に携わる。本庁の各部門や出先機関
の様々な機関に配置される。約３～４
年を周期に配置転換が行われる。

②政令指定都市職員
人口50万人を超える大都市で勤務す
る。都道府県レベルの仕事ができる
一方、転勤がないため地元志向の受
験生に大人気である。ミニ政令指定
都市である中核市も人気が高い。

③市町村役場職員
住民生活に、より密着した多様な行政
サービスを実施する。大都市近隣自治体
は難易度が高いので注意が必要である。
また採用数は、政令指定都市と比べると
非常に少数である。

⑤消防官
火災発生時の消火活動、交通事
故・火災・水難事故現場での救
助活動、火災や水害事故を事前
に防止する未然防止活動に従事
する。規模が大きい市の場合に
は、市の消防本部に勤務する市
職員である。小規模自治体の場
合には、複数の自治体で組織す
る広域消防組合に勤務する。

④警察官
地域部、交通部、警備部、生活安全部、
刑事部などに配属され、地域の安全を
守る。都道府県警に所属する県職員で
ある。総務部などの管理部門は事務職
（警察行政）が担当する。大規模警察
の方が、採用数も多く、難易度は低い
傾向がある。

地方公務員
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【２】－２ 国家公務員の職種

★その他の国家公務員として・・・

①国家総合職

霞ヶ関の本省に将来の幹部候補として採
用される。「キャリア官僚」を目指す
コースである。採用後は、様々な部署を
経験してキャリアを積み、昇進が早く、
責任のある仕事を任せられる。 また海
外派遣や地方自治体への出向もある。

各省庁の各地域の出先機関（地方支分
部局）で働く。「行政近畿」「行政東
海北陸」「行政中国」などの各ブロッ
クでの採用となる。地方出先機関の幹
部職員や本省で特定の分野のスペシャ
リストとして活躍する。地元府県での
勤務も可能である。

②国家一般職 ③国税専門官

国の財政基盤である税のスペシャリス
ト。国税調査官・国税徴収官・国税査
察官を総称したのが国税専門官である。
適切な課税を実現し、租税収入を確保
する。国税局や税務署に勤務する。専
門職として研修制度が充実している。

財務や金融のプロフェッショナル。平
成24年度から「行政一般職」から独立
して試験が実施されている。地域経済
を支えるために、財務局や各財務局
内・財務事務所等の財務省の出先機関
で勤務する。希望すれば財務省や金融
庁での勤務も可能である。

④財務専門官

労働者の労働条件が法律に定められた
基準に適合しているどうかを監督・調
査し、労働条件の確保・改善を図る。
厚生労働本省、全国の都道府県労働局、
労働基準監督署に勤務する。

裁判の円滑な進行をサポートする。各
裁判所に勤務し、民事部、刑事部等の
裁判部門や総務課、人事課などの司法
行政部門に配属される。内部試験によ
り裁判所書記官への道が開かれている。

➅労働基準監督官

⑤裁判所職員

国家公務員

外務省専門職員
防衛省専門職員

法務省専門職員
航空管制官

海上保安官

皇宮護衛官

国立国会図書館職員

衆参議員事務局職員

自衛隊一般幹部候補生

食品衛生監視員

上記が全てではありません。
今学んでいることや、資格を活かす職種を調べてみましょう！



①受験資格

主に

が挙げられる。

【３】 公務員試験の受験資格（程度）

②試験の程度（種類）

公務員試験の『程度』とは、最終学歴を目安として「大学卒業程度」「短大卒業程度」「高校卒業程度」のように分類される。

試験によっては「1（Ⅰ）類」「2（Ⅱ）類」「3（Ⅲ）類」や「上級」「中級」「初級」といった分類もある。
また、警察官は「Ａ（大卒）」「Ｂ（高卒）」「Ｃ（専門職）」という分類がある。

ただし、最終学歴といっても「大学卒業程度」は、必ずしも４年生大学卒業（見込）の学歴要件を意味するわけではなく、受験者に要
求する能力の目安や試験問題のレベルを示しているだけのことが多く、最近は国家・地方とも、受験に当たっての学歴要件を課すと
ころは減少傾向にある。

【４】 公務員試験の職務内容（区分）
たとえば、『○○県職員（大学卒業程度）採用試験』の中で「行政（事務）」「土木」「社会福祉」「保健師」…というように設けられた区分を

「試験区分」という。

試験区分は、原則として職務内容［仕事］の違いによって分けられている。
また行政（事務職）の中でも、更に「一般行政（知事部局で勤務）」「教育行政（公立学校等で勤務）」「警察行政（警察署等で勤務）」に
分けられる場合がある。
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一般行政（事務）区分

技術系区分

公安系区分

資格免許区分

❶ 年齢要件 ❷学歴要件 ❸資格要件
❹身体的基準 ❺専攻要件 ❻住所要件



【５】 公務員試験の実施時期
★主な公務員試験日程 ＜２０２２（令和４）年度＞
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※ は試験申込期間。自治体によって異なるので注意！
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【６】 公務員試験の内容
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試験内容

科目No

政治

社会
科学

一
般
知
識

1

法律

2

3

4

経済

5

6

7

社会
時事

8

9

10

11

12

地理

人文
科学

13

14

日本史
15

16

世界史
17

18

数学

自然
科学

19

物理20

化学
21

22

生物
23

24

地学25

英文

文章
理解

一
般
知
能

26

27

28

29

30

古文31

現代文

32

33

34

判断推理

35

36

37

38

39

40

41

42

43

数的推理

44

45

46

47

48

49

資料解釈50

科目No

政治学行
政
系

1

2

行政学
3

4

憲法

法
律
系

5

6

7

8

行政法

9

10

11

12

13

民法

14

15

16

17

刑法
18

19

労働法
20

21

経済原論

経
済
系

22

23

24

25

26

27

28

29

30

経営学
31

32

財政学

33

34

35

社会政策行
政
系

36

37

38

国際関係
39

40

公務員試験は「第1次試験」と「第2次試験」（自治体によっては３次試験まで）による段階別
選考試験である。

主に「筆記試験（多肢択一マークシート方式）」が課されることになる。

第1次試験で課される科目とは、まず、大きく「教養（基礎能力）試験」と「専門試験」の２
種類に大別される。教養試験は、更に「一般知能分野」と「一般知識分野」に分かれる。

主に「人物試験（個別面接・集団面接・集団討論・論作文等）」が課されることになる。

２次試験

１次試験

個別面接
集団面接・集団討論

論作文

合格・内定

教養試験 専門試験

2時間30分・50題

地方上級試験は、全問解答制を採用している自治体が多く、試験科目の学習をまんべんなく行う
必要がある。そのため現役合格のためには、１～２年は受験勉強に集中せざるを得ない。

また、２次試験で、①論（作）文、②個別面接、③集団討論等が実施され、多角的に人物審査が行
われるため、人間力アップの対策も１次試験対策と並行して行なわなければならない。

2時間・40題

●７月実施タイプ［B日程］

出題科目・数は、６月実施タイプ［Ａ日程］とほとんど変わらないという自治体や、独自の試験内容
を課す自治体もあるので、事務職・専門職問わず、志望する自治体の試験情報の把握は必須で
ある。事務職であれば「教養・専門共に出題」・「教養のみ出題」という形式で、大きく
分かれる。問題レベルは６月実施タイプに比較し、全体的にやや易しめである。又、近年は適性
試験（SPI/SCOA等）にて筆記試験を行う自治体もある。受験年によっては、採用自体が無
い場合もある。

●９・１０月実施タイプ［C日程］

（短大卒程度）

９月に実施している自治体が多い。試験の程度は短大卒程度と銘打っているが、四年制大学
学生でも受験できる自治体もある［年齢要件のみ］。出題科目・数は、６月実施タイプ［Ａ
日程］とほとんど変わらない。

事務職の中でも、一般行政職以外に【教育（学校）事務・警察事務等】という試験区分を設けてい
る場合もある。事務職以外に、専門職も実施される自治体もある。

１次試験日（R４年度）試験区分試験の種類自治体

９／２５（日）一般行政・警察行政中級千葉県

９／２５（日）行政・教育行政Ⅱ類福岡県

９／２５（日）一般事務・教育事務中級鹿児島県

９／２５（日）県立学校事務・市町村立学校事務中級沖縄県

９／２５（日）学校事務中級千葉市

９／２５（日）行政事務・学校事務中級福岡市

★
地
方
中
級

試
験
概
要（
（
例）

地方上級職

市役所・町村役場職員

地方中級職



広島県庁・行政職

出題分野試験区分

出題数55題のうち25題（知能分野：判断推理、数的推理、資料解釈、文章理解）は必
須解答、残りの30題（社会科学、人文科学、自然科学）のうち20題を選択解答教養全職種

政治学、行政学、憲法、行政法、民法、刑法、労働法、経済学、財政学、
社会政策、国際関係行政

専
門行政 憲法、行政法、民法、刑法、労働法、経済学法律

経済原論、財政学、経済史、統計学、経済事情、経済政策、憲法及び民法経済

熊本県庁・行政職

出題分野試験区分

出題数50題のうち30題（知能分野：判断推理、数的推理、資料解釈、文章理
解、社会一般）は必須解答、残りの20題（人文科学、自然科学、社会一般）
のうち10題を選択解答

教養全職種

出題数80題のうち10題（民法②、憲法③、経済学⑤）は必須解答、残りの70
題（民法⑩、行政法⑫、憲法②、労働法③、刑法③、経済学⑥、経営学②、
財政学④、経済原論⑦、経済史③、統計学②、経済事情③、経済政策③、国
際関係③、社会政策③、政治学②、行政学②）のうち30題を選択解答

専門
行政

警察行政
教育行政

科目選択制で試験実施
するところも！

神戸市・総合事務

出題分野試験区分

出題数45題のうち25題（知能分野：判断推理、数的推理、資料解釈、文章理
解）は必須解答、残りの20題（社会科学、時事）のうち15題を選択解答教養全職種

22分野（憲法、行政法、民法(2)、政治学・行政学・労働法、経済原論(3)、財
政学・経済事情、経済政策・経済事情、経営学、会計学(2)、マーケティング
論(2)、英語(2)、国際関係論、国際経済学、国際経営論、教育学、数学・物
理）のうち5分野［各分野5問］・25題を選択解答

専門総合
事務

岡山市・事務職

出題分野試験区分

出題数40題の全問必須解答
（人文科学、自然科学からの出題は無し）教養全職種

出題数40題の全問必須解答専門事務

－ 6 －

石川県庁・行政職

出題分野試験区分

出題数50題の全問必須解答教養全職種

憲法、行政法、民法、刑法、労働法、経済原論、経済政策、財政学、経済事情、
政治学、行政学、社会政策、社会学、国際関係の50題から40題の選択解答専門行政



★３次・4次試験まであるところも！
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【２次】人物試験・・・・・・・・ 合否の鍵を握る最終関門

★主な地方上級試験（行政職）の試験配点

★主な試験の種類

 ❶ 個 別 面 接  ・・・受験生１人に対して面接官が複数いる形式

 ❷ 集 団 面 接  ・・・受験生も面接官も複数いる形式

 ❸ 集 団 討 論  ・・・受験生同士が１つのテーマを巡って議論する形式

 ❹ グループワーク ・・・受験生同士が１つのテーマに対して共同作業する形式

 ❺ プレゼンテーション面接 ・・・受験生1人で１つのテーマに対して面接官へ説明する形式

 ❻ 適性試験／適性検査 ・・・受験生の能力・性格を見る試験・検査

決定方式３次試験（点）２次試験（点）１次試験（点）

自治体名 総合型

リセット型

人物

〔面接・討論等〕

人物

〔面接・討論等〕
論作文その他専門教養

総合45103015愛知県
総合600100200100岐阜県
総合300100100100三重県
総合480404040静岡県
総合140204040山梨県

リセット90030020or40800400長野県
リセット13020100100新潟県
総合42020160100富山県
総合120080120100石川県
総合400100200100福井県

リセット50010012515075京都府
リセット300450計150兵庫県
総合300100100100100滋賀県

リセット400100300100100奈良県
総合1800200600400和歌山県

リセット550120100岡山県
リセット60205545広島県
リセット50020012060120島根県
リセット600120160150鳥取県
リセット140606040山口県
総合160406040徳島県

リセット配点未公表400400香川県
総合290504050愛媛県
総合150505050高知県

リセット100205050福岡県
総合3001002012080佐賀県

リセット600180標準点による長崎県
リセット3002005020240200熊本県
総合3406012080大分県
総合36060100100宮崎県

リセット400100150100鹿児島県
総合15060100100沖縄県
総合1800600390210名古屋市

リセット60070105100100静岡市
リセット33111浜松市 ※比率

リセット3508012080新潟市
2・3次総合3003001008060堺市

総合300200100140160神戸市
総合600300100100岡山市
総合600300200150150広島市

リセット100501006040北九州市
リセット20040180100100福岡市
リセット30010010100100熊本市
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警察官は、「人物試験」が非常に重視される方向に近年はある。よって、公安職に就くためには、日頃からの生活習慣・心掛けが試験に影響する場面も
多々ある。また、資格加点（武道・語学等）を導入している自治体もある。更に「年に複数回受験が可能」な都道府県や、複数の自治体で選考を行う「共
同試験」という警察官試験特有の制度もある。

主に「筆記試験（多肢択一マークシート方式）」が課されることになる。

教養試験は、更に「一般知能分野」と「一般知識分野」に分かれる。

個別面接
集団（面接）討論
体力試験

合格・内定

教養試験 論文試験

2時間30分・50題 1時間

※警察官論作文試験とは

１時間で実施される場合は８００字程度、９０分で実施される場合は1000～1200字程度で実施される。
出題テーマは、各種犯罪に対する考え方や警察官としての意識・心構えを問うものが多い。

①個別面接、②集団面接、③集団討論、④適性検査、
⑤体力検査、⑥身体検査

単一市での消防職と、複数の自治体が共同で運営する広域消防組合がある。いずれも教養試験のみという自治体が多いが、政令市や中核市を受験する
場合は、地方上級試験と同レベルが出題される。また専門試験が課される自治体もある。体力試験で要求されるレベルは警察官以上である。

合格・内定

教養試験 論文試験

2時間30分・50題 1時間

①個別面接、②集団面接、③集団討論、④適性検査、
⑤体力検査、⑥身体検査

※消防官論作文試験とは

１時間で実施される場合は８００字程度、９０分で実施される場合は1000～1200字程度で実施される。出題テーマは、防災・減災に対する考え方や
消防官としての意識・心構えを問うものが多い。

主に「筆記試験（多肢択一マークシート方式）」が課されることになる。

教養試験は、更に「一般知能分野」と「一般知識分野」に分かれる。

警察官試験

消防官試験

基準検査項目 女性男性
20秒で40回以上20秒で50回以上反復横とび
30秒で15回以上30秒で25回以上上体起こし(腹筋)

45cm以上45cm以上⾧座体前屈
165cm以上225cm以上立ち幅とび

左右平均25kg以上左右平均45kg以上握力
15回以上30回以上腕立て伏せ
35回以上65回以上20mｼｬﾄﾙﾗﾝ

体力検査種目・基準 ※自治体により異なります

女性男性項目
おおむね155cm以上おおむね160cm以上身⾧
おおむね45kg以上おおむね50以上体重

身長のおおむね2分の1以上胸囲
視力（矯正視力を含む）が0.7以上、かつ、一眼でそれぞれ0.3以上であること。なお、裸眼視力に制限はありま
せん。赤色、青色及び黄色の色彩の識別ができること

視力
正常であること（オージオメータによる純音聴力検査を実施）聴力

おおむね2,500cc以上おおむね3,000cc以上肺活量
1km走、反復横とび、上体起こし、立ち幅とび、長座体前屈、握力、腕立て伏せにより体力を検査体力検査

身体・体力検査（東京消防庁）

個別面接
集団（面接）討論
体力試験

１次試験

２次試験

１次試験

２次試験



国家総合職
国家総合職は、中央省庁の幹部候補として、政策の企画、調査、研究に関する業務に従事する。採用後は、様々な部署を経験してキャリアを積み、
昇進が早く、責任がある仕事を任されることになる。 試験制度は院卒者試験と大卒程度試験に分かれている。①人事院が実施する第１次・第２
次試験を経て最終合格し、②各官庁の採用面接を経て、就職する省庁が内定する。試験区分は文理問わず幅広く募集がある。

農業科学・水産人間科学行 政 （院卒のみ）

農業農村工学工 学政治・国際 （大卒のみ）

森林・自然環境数理科学・物理・地球科学法 律 （大卒のみ）

デジタル（2022新設）化学・生物・薬学経 済 （大卒のみ）

★試験区分

基礎能力試験 専門試験（択一）

政策論文試験

科目の内訳解答数出題分野

４９題出題中・４０題解答
【必須】 憲法⑦、行政法⑫、民法⑫ 計３１題
【選択】 次の１８題から任意の計９題解答 商法③、刑法③、労働法③、国際法③、経済学・財政学⑥

４０題
選択

法 律
専門分野

（大卒程度）

１６５題出題中・４０題解答
【必須】 工学に関する基礎⑳ 計２０題
【選択】 次の２９科目（各５題）から４～６科目選択し、その２０～３０題のうちから任意の計２０題解答

技術論、基礎化学、工学基礎実験、電気工学、電磁気学、材料力学、流体力学、構造力学土木・土
木材料・土木施行、土質力学・水理学、環境工学・衛生工学、構造力学建築、建築構造・建築材料・
建築施工、計測工学・制御工学、情報工学ハード、情報工学ソフト、電気工学、通信工学、機械力学、
熱力学・熱機関、土木計画、建築計画・建築法規・建築設備、建築史・都市計画、材料工学、材料工
学金属、原子力工学、原子力工学原子炉、船舶海洋工学流体、船舶海洋工学構造

４０題
選択

工 学
専門分野

（大卒程度）

3時間・40題 3時間30分※下記参照

1題・2時間

専門試験（記述）

3題・4時間又は2題・3時間30分

合格・内定

１次試験

２次試験

科目No

現代文

文章
理解

一
般
知
能

1
2
3
4

英文

5
6
7
8
9
10
11

判断推理

12
13
14
15
16
17
18
19

数的推理

20
21
22
23
24
25

資料解釈
26
27

時事

一
般
知
識

28
29
30

物理
自然
科学

31
化学32
地学33
日本史

人文
科学

34
世界史35
地理36
思想37
政治

社会
科学

38
法律39
経済40
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官庁訪問個別面接

※総合職・大卒程度の場合

■内閣府 ■警察庁 ■デジタル庁 ■消費者庁 ■公正取引委員会 ■総務省 ■総務省 ■法務省 ■公安調査庁 ■外務省
■財務省 ■国税庁 ■文部科学省 ■厚生労働省 ■農林水産省 ■経済産業省 ■国土交通省 ■環境省 ■原子力規制庁
■防衛省 ■人事院 ■会計検査院 など。

※専門記述試験とは・・・（法律の場合） 【憲法、行政法、民法、国際法、公共政策②】から３科目・３題選択

（経済の場合） 経済原論１題必須 【財政学、経済政策、公共政策②】 から２科目・２題選択

※政策論文試験とは・・・政策の企画立案に必要な能力その他総合的な判断力及び思考力についての筆記試験

（人事院）

【主な採用先】



総合論文試験 基礎能力試験

政策課題討議
試験

科目の内訳解答数出題分野

幅広い教養や専門的知識を土台とした総合的な判断力、思考力ついての筆記試験
Ⅰ： 政策の企画立案の基礎となる教養・哲学的な考えに関するもの １題
Ⅱ： 具体的な政策課題に関するもの １題

２題総合論文試験

Ⅰ部： ２４題・２時間 知能分野（文章理解⑧、判断推理・数的推理・資料解釈⑯）

Ⅱ部： ３０題・１時間３０分 知識分野（自然科学⑩、人文科学⑩、社会科学⑩）

５４題
（択一）

基礎能力試験

4時間・2題 3時間30分※下記参照

おおむね１時間３０分

企画提案試験

Ⅰ部：１時間３０分 Ⅱ部：１時間

１次試験

２次試験

官庁訪問個別面接

※企画提案試験とは・・・Ⅰ部 プレゼンテーションシート作成 Ⅱ部： プレゼンテーション及び質疑応答

※政策課題討議試験とは・・・課題に対するグループ討議

２０２３年度の国家総合職の変更点

国家総合職「教養区分」
国家総合職「教養区分」は、広範な見識を有する学生や外国大学卒業者など、多様な人材確保を目的とした区分である。試験時期は秋季であり、
受験可能年齢を【２０歳から】としている。よって大学３年で受験・合格が可能である。専門試験が課されず、総合的な判断力、思考力、企画力などを
判定する試験が課されるのが特徴である。

2022年)３年の有効期間

2023年)５年へ延⾧

2022年)４月４週目

2023年)４月２週目へ
★教養区分は更に‥
６年６ヶ月へ延⾧
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2022年)２０歳から
受験可能

2023年)１９歳から
受験可能へ

合
格
・
内
定

２０２２年２０２１年２０２０年実施年

倍率合格数倍率合格数倍率合格数受験区分

4.81965.21548.8125政治・国際

17.138015.740622.1401法 律

6.81546.016811.6141経 済

4.61954.02234.7292工 学

7.42559.221419.5163教 養

過去の合格者数・倍率 全て大卒程度 ★配点比率（大卒程度）

配点比
率

試験種目

２/１５・基礎能力試験
第１次試験

３/１５・専門試験（択一）

５/１５・専門試験（記述）

第２次試験 ２/１５・政策論文試験

３/１５・人物試験

（人事院）

合格有効期間の
延⾧

試験日程の
前倒し

教養区分の
見直し

★2024年は更に‥
３月中旬へ前倒し



【主な採用先・行政 の場合】
■人事院九州事務局 ■経済産業省九州経済産業局 ■公正取引委員会九州事務局 ■国土交通省九州運輸局 ■国土交
通省九州地方整備局 ■総務省九州管区行政評価局 ■農林水産省九州農政局 ■厚生労働省社会保険事務局 ■厚生労
働省労働局 ■法務省地方法務局 ■法務省地方検察庁 ■法務省入国管理局 ■法務省九州地方更生保護委員会
■警察庁九州管区警察局 ■公安調査庁九州公安調査局など

【主な採用先・行政 の場合】

■人事院中国事務局 ■経済産業省中国経済産業局 ■公正取引委員会中国事務局 ■国土交通省中国運輸局 ■国土交通
省中国地方整備局 ■総務省中国四国管区行政評価局 ■農林水産省中国四国農政局 ■厚生労働省社会保険事務局 ■厚
生労働省労働局 ■法務省地方法務局 ■法務省地方検察庁 ■法務省入国管理局 ■法務省中国地方更生保護委員会
■公安調査庁中国公安調査局 ■気象庁大阪管区気象台など

【主な採用先・行政 の場合】

■人事院近畿事務局 ■経済産業省近畿経済産業局 ■公正取引委員会近畿事務局 ■国土交通省近畿運輸局 ■国土交通
省近畿地方整備局 ■総務省近畿管区行政評価局 ■農林水産省近畿農政局 ■厚生労働省港近畿社会保険事務局 ■厚生
労働省労働局 ■法務省地方法務局 ■法務省地方検察庁 ■法務省入国管理局 ■法務省近畿地方更生保護委員会
■公安調査庁近畿公安調査局 ■宮内庁京都事務所など

国家一般職は、中央省庁の地方出先機関（地方支分部局）で勤務する職員を採用するための合同選抜採用試験である。試験は①人事院が実施する
第１次・第２次試験を経て最終合格し、②各官庁の採用面接を経て、就職する省庁が内定する。

行政職試験に合格すると、地域別採用として採用される［全国９ブロック］。従って、基本的に各地域や各県の範囲から外に転勤することはなく、職務に
よっては地方公務員とそう変わらない。ただし、全国転勤の官庁もある。

技術職には【デジタル・電気・電子(2022区分見直し)】、機械、土木、建築、物理、化学、農学、農業農村工学、林学がある。

近畿東海北陸関東甲信越東北北海道

沖縄九州四国中国

★採用ブロック（行政職）
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※技術系は全国採用

国家一般職

合格・内定

基礎能力試験 専門試験

2時間30分・50題 2時間・40題

一般論文試験

1時間科目の内訳解答数出題分野

８０題出題中・４０題解答 【次の１６科目から８科目を選択 計４０題解答】
政治学⑤、行政学⑤、憲法⑤、行政法⑤、民法（総則物権）⑤、民法（債権親族相続）⑤、ミクロ
経済⑤、マクロ経済⑤、財政学・経済事情⑤、経営学⑤、国際関係⑤、社会学⑤、心理学⑤、教
育学⑤、英語（基礎）⑤、英語（一般）⑤

４０題
選択

行 政
専門分野

４０題出題中・４０題解答 【全問必須解答】
工学に関する基礎⑳、材料力学④、機械力学④、流体力学④、熱工学④、機械設計・機械材料・
機械工作④

４０題
機 械

専門分野

科目No

現代文

文章
理解

一
般
知
能

1
2
3
4
5
6

英文

7
8
9
10
11

判断推理

12
13
14
15
16
17
18
19

数的推理

20
21
22
23
24

資料解釈
25
26
27

時事

一
般
知
識

28
29
30

物理
自然
科学

31
化学32
生物33
日本史

人文
科学

34
世界史35
地理36
思想37
政治

社会
科学

38
法律39
経済40

2時間20分・40題 3時間※下記参照 1時間・1題

官庁訪問個別面接

１次試験

２次試験

＜行政＞

専門記述試験

1時間・1題 又は2時間・1題

＜技術＞

近畿

中国

九州

※一般論文試験とは・・・文章による表現力、課題に関する理解力などについての短い論文による筆記試験

※専門記述試験とは・・・各試験区分に応じて必要な専門的知識などについての筆記試験

（人事院）



までの流れ

第
１
次
試
験

合
格
発
表

第
１
次
試
験

官
庁
訪
問
開
始

第
２
次
試
験

最
終
合
格
発
表

採
用
内
定

採

用

※2022年度の場合

6/12 7/6 7/8
～

7/13
～

7/29
8/16 10/1 2023

4/1

8/16 内々定解禁

●国家一般職の業務は多種多様。自分のやりたい仕事は何か、どのような職場

で働きたいか、転勤の頻度等、自分の思いを踏まえて働く省庁を決定することが
大切になる。
●官庁によっては、１日の中で又は日を変えて「複数回面接が行われる」。
●内定（内々定）を受諾したら、その時点で他官庁への訪問は禁止となる。
●地方受験者でも、霞が関にある「本府庁」への採用希望⮕勤務も可能。
●最終合格後の合格有効期間は３年間である。

◎2023年度から変更➡有効期間は「５年」へ延⾧。

試験期間は
訪問禁止

２０２２年２０２１年２０２０年実施年

倍率合格数倍率合格数倍率合格数受験区分

3.41,8443.41,8256.01,572関東甲信越

2.77493.17005.3518東海北陸

3.17943.37205.8566近 畿

2.74952.45373.1480中 国

2.97343.36184.7605九州

過去の合格者数・倍率 ★配点比率（行政）

配点比率試験種目

２/９・基礎能力試験

第１次試験 ４/９・専門試験

１/９・一般論文試験

２/９・人物試験第２次試験

－ 12 －

Point

★主な業務内容（一例）

行
政
区
分
別

経済産業省

農林水産省

国土交通省

厚生労働省

財務省

法務省

総務省

防衛省

人事院

管轄自治体や経済団体の関係機関と連携しつつ、地域経済の持続的な成⾧
に向けて様々な施策を行う。

●経済産業局・・

●農政局・・・ 地域農業の情報の的確な把握、政策の適切な実施、地方公共団体との情
報交換などを生産者や消費者等のより近い現場で実行する。

●運輸局・・・
自動車や鉄道・海事関係の安全確保に関する業務、管轄地域における公
共交通、事業振興等の施策の企画立案を行う。

●労働局・・・
労働基準行政は労働者の労働条件の確保・安全の確保を行い、職業安定行
政は、雇用維持・求人の確保等情勢に対応した雇用対策を実施する。

●税関・・・ 管轄区域の輸出入物の審査・検査、関税の徴収事務、船舶・航空機に対する取締業務、
申告事後調査、不正薬物の密輸事件の調査・分析を主に行う。

●法務局・・・ 登記、戸籍、国籍、供託等の民事行政事務と国の利害に関係のある訟務事
務、国民の人権を擁護する人権擁護事務を主に行う。

●行政評価局・・ 管区内各省庁の政策、業務の実施状況の調査、政策評価の点検、的確な実
施の推進、国民からの苦情の受付、行政制度及び運営の改善を図る。

●防衛局・・・ 防衛施設の取得・管理・建設工事、防衛施設と周辺地域の調和を図るための
施策、基地内で働く労働者の雇用、労務管理を行う。

●事務局・・・ 国家公務員の人材確保・育成、給与制度の運用、勤務環境の調査及び改
善、育児介護との両立支援、災害補償制度の運用を行う。

官庁訪問⮕採用
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国税専門官
国家総合や一般と比較すると、試験の流れはわかりやすい。２次試験合格後は全国に１２ある国税局の中からいづれかに採用される。勤務エリアは原則採
用された局管内である。国税専門官は研修制度も充実しており、税務・簿記への興味関心、スペシャリスト志向が高い大学生からは人気は高い。また
他の国家公務員と比べ、採用数が非常に多いのも魅力である。2023年度からは法文系の「国税専門A」と理系の「国税専門B」の２区分になり、
理系学生も受験し易くなった。

科目の内訳解答数出題分野

５８題出題中 ・４０題解答
【必須】 民法・商法⑧、会計学（簿記含）⑧ 計１６題
【選択】 次の７科目・４２題（各６題）から４科目・２４題選択
憲法・行政法⑥、経済学⑥、財政学⑥、経営学⑥、政治学・社会学・社会事情⑥、英語⑥、商業英
語⑥

４０題
選択

国税A
専門分野

５８題出題中 ・４０題解答
【必須】 基礎数学⑫、民法・商法②、会計学② 計１６題
【選択】 次の４２題から２４題選択
情報数学・情報工学⑩、統計学⑥、物理⑧、化学⑥、経済学⑥、英語⑥

４０題
選択

国税B
専門分野

※専門記述試験とは・・・A・B共に１時間２０分

国税A 【憲法、民法、経済学、会計学、社会学】から１題選択 国税B 【科学技術に関連する領域】１題

２０２２年２０２１年２０２０年実施年

倍率合格数倍率合格数倍率合格数受験区分

2.74,1062.34,1933.63,903国税

過去の合格者数・倍率 ★配点比率

配点比率試験種目

２/９・基礎能力試験

第１次試験 ３/９・専門試験

２/９・専門論文試験

２/９・人物試験第２次試験

合格・内定

基礎能力試験 専門試験

2時間20分・40題 2時間20分・40題

専門記述試験

1時間20分・1題

科目No

現代文

文章
理解

一
般
知
能

1
2
3
4
5
6

英文

7
8
9
10
11

判断推理

12
13
14
15
16
17
18
19

数的推理

20
21
22
23
24

資料解釈
25
26
27

時事

一
般
知
識

28
29
30

物理
自然
科学

31
化学32
生物33
日本史

人文
科学

34
世界史35
地理36
思想37
政治

社会
科学

38
法律39
経済40

１次試験

２次試験

名古屋国税局金沢国税局関東信越国税局東京国税局仙台国税局札幌国税局

沖縄国税事務所熊本国税局福岡国税局高松国税局広島国税局大阪国税局

★採用先

★主な業務内容

● 国税調査官 ・・・税義務者である個人や会社等を訪れて、適正な申告が行われているかどうかの調査・検査や、申告に関する指導を行う。

● 国税徴収官 ・・・定められた納期限までに納付されない税金の督促や滞納処分を行うとともに、納税に関する指導などを行う。

● 国税査察官 ・・・裁判官から許可状を得て、悪質な脱税者に対して捜索・差押等の強制調査を行い、刑事罰を求めるため告発を行う。

※専門A・専門B問わず

志望局による面接

個別面接
（人事院）



財務専門官

科目の内訳解答数出題分野

７６題出題中 ・４０題解答
【必須】 ２科目〔憲法・行政法、経済学・財政学・経済事情〕 計２８題
【選択】 次の８科目・４８題（各６題）から２科目・１２題選択
民法・商法⑥、統計学⑥、政治学・社会学⑥、会計学（簿記含む）⑥、経営学⑥、英語⑥、
情報数学⑥、情報工学⑥

４０題
選択

財務専門官
専門分野

財務専門官は、財政・金融のプロフェッショナルとして全国に１０ある財務局・財務支局及び沖縄総合事務局財務部のいづれかに採用される。勤務エリア
は原則採用された局管内である。将来は財務省及び金融庁での本省庁勤務も可能である。税の賦課徴収以外の地域経済を支える金融全般業務に携わ
る。試験は国税専門官より難易度が高い。

２０２２年２０２１年２０２０年実施年

倍率合格数倍率合格数倍率合格数受験区分

2.26322.45975.0560財務

過去の合格者数・倍率 ★配点比率

配点比率試験種目

２/９・基礎能力試験

第１次試験 ３/９・専門試験

２/９・専門論文試験

２/９・人物試験第２次試験

※専門記述試験とは・・・１時間２０分

【憲法、民法、経済学、財政学、会計学】から１題選択

東海財務局北陸財務局関東財務局東北財務局北海道財務局

九州財務局福岡財務支局四国財務局中国財務局近畿財務局

沖縄総合事務所財務部

★採用先

★主な業務内容

科目No

現代文

文章
理解

一
般
知
能

1
2
3
4
5
6

英文

7
8
9
10
11

判断推理

12
13
14
15
16
17
18
19

数的推理

20
21
22
23
24

資料解釈
25
26
27

時事

一
般
知
識

28
29
30

物理
自然
科学

31
化学32
生物33
日本史

人文
科学

34
世界史35
地理36
思想37
政治

社会
科学

38
法律39
経済40

基礎能力試験 専門試験

2時間20分・40題 2時間20分・40題

専門記述試験

1時間20分・1題

１次試験

合格・内定

２次試験

志望局による面接

－ 14 －

地域社会と国との架け橋

財政
投融資

地域経済
の調査

金融機関
の

検査監督

国有財産
の

有効活用

災害査定
立会

個別面接

（人事院）
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労働基準監督官
試験内容が法文系の「監督官Ａ」と理工系の「監督官Ｂ」の２区分がある。採用後は都道府県労働局や労働基準監督署に勤務する。以前は全国
移動があったが、近年は都道府県単位での勤務が可能である。また「行政官と司法警察官」という２つの立場を持って職務を遂行することも特徴である。
労働条件確保・向上、働く人の安全や健康の確保を図ることを主とした業務に従事することになり、学部問わず正義感の強い受験生に人気が高い。

科目の内訳解答数出題分野

４８題出題中 ・４０題解答
【必須】 労働法⑦、労働事情⑤ 計１２題
【選択】 次の３６題から２８題選択
憲法、行政法、民法、刑法⑯、経済学、労働経済・社会保障、社会学⑳

４０題
選択

監督官Ａ
専門分野

４６題出題中 ・４０題解答
【必須】 労働事情⑧ 計８題
【選択】 次の３８題から３２題選択 工業に関する基礎〔数学・物理・化学〕㊳

４０題
選択

監督官Ｂ
専門分野

２次試験

基礎能力試験 専門試験

2時間20分・40題 2時間20分・40題

１次試験

過去の合格者数・倍率 ★配点比率

配点比率試験種目

２/７・基礎能力試験

第１次試験 ３/７・専門試験

２/７・専門記述試験

合否判定のみ・人物試験
第２次試験

合否判定のみ・身体検査

専門記述試験

2時間・2題

※専門記述試験とは・・・A・B共に２時間
監督官Ａは【労働法①、労働事情①】の全２題必須解答
監督官Ｂは【工業事情①】が必須、工業に関する専門基礎から３～５題出題し、うち１題選択解答

２０２２年２０２１年２０２０年実施年

倍率合格数倍率合格数倍率合格数受験区分

3.83193.63367.5358労基Ａ

2.81442.61606.3118労基Ｂ

★採用先

科目No

現代文

文章
理解

一
般
知
能

1
2
3
4
5
6

英文

7
8
9
10
11

判断推理

12
13
14
15
16
17
18
19

数的推理

20
21
22
23
24

資料解釈
25
26
27

時事

一
般
知
識

28
29
30

物理
自然
科学

31
化学32
生物33
日本史

人文
科学

34
世界史35
地理36
思想37
政治

社会
科学

38
法律39
経済40

厚生労働省労働基準局

都道府県労働局（４２箇所）

労働基準監督署（３２１箇所）

★主な業務内容

安全衛生業務監督指導業務

労災補償業務司法警察業務

合格・内定

個別面接
（人事院）

志望労働局による面接
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裁判所職員
総合職（院卒・大卒）と一般職（大卒）があり、「裁判所事務官」と「家庭裁判所調査官補」の試験区分がある。裁判所内での業務に従事するが、
勤務地は高裁管轄内のエリアである。事務官は裁判所書記官への任官が可能であり、書記官になれば法律の専門家として固有の権限が付与される
ことになり、訴訟の円滑な進行のため、より責任ある役割を担うことになる。

基礎能力試験 専門試験

3時間・40題 1時間30分・30題

小論文試験
専門記述試験

各1時間・各1題

科目の内訳解答数出題分野

４０題出題中 ・３０題解答
【必須】 ２科目〔憲法⑦・民法⑬〕 計２０題
【選択】 刑法⑩ 又は 経済理論⑩ から選択

３０題選択
一般職・総合職

専門分野

過去の合格者数・倍率 ※裁判所事務官➡大卒程度区分 ★配点比率 ※一般職・裁判所事務官

配点比率試験種目

２/１０・基礎能力試験
第１次試験

２/１０・専門試験

１/１０・小論文試験

第２次試験 １/１０・専門記述試験

４/１０・人物試験

１次試験 ※一般職・裁判所事務官の場合

２０２２年２０２１年２０２０年実施年

倍率合格数倍率合格数倍率合格数受験区分

38.2934.4911.413総合職・事務官

5.51,5887.21,0802.2970一般職・事務官

8.1588.2617.764総合職・調査官補

科目の内訳解答数出題分野

憲法、民法、刑法３題出題総合職 専門記述

憲法１題出題一般職 専門記述

１５題出題中・２題解答
心理学、教育学、福祉、社会学、法律学の５領域から出題

２題選択家裁調査官補 専門記述

名古屋高等裁判所東京高等裁判所仙台高等裁判所札幌高等裁判所

福岡高等裁判所高松高等裁判所広島高等裁判所大阪高等裁判所

★採用先

★主な業務内容

裁判所事務官 ①裁判部門 ・・・裁判所書記官のもとで、民事事件手続、刑事事件手続等の業務に携わる。
②司法行政部門 ・・・事務局で、総務・人事・会計に関わる業務に携わる。

家裁調査官補 家事事件、少年事件に対し、心理学・社会学等の専門的知見・技法を活用して、家庭内の紛争
解決や非行少年の立ち直りに向けた調査活動を行う。家庭裁判所の適正・迅速な審理を支える。

２次試験

合格・内定

志望高裁による意思確認

科目No

現代文

文章
理解

一
般
知
能

1
2
3
4
5

英文

6
7
8
9
10

判断推理

11
12
13
14
15
16
17
18
19
20

数的推理

21
22
23
24
25
26

資料解釈27
物理

自然
科学

一
般
知
識

28
化学29
生物30
地学31
日本史

人文
科学

32
世界史33
地理34
思想35

政治

社会
科学

36
37

法律38

経済
39
40

個別面接
（最高裁）
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法務省専門職員

航空管制官

心理学の専門知識を活かす「矯正心理専門職」少年院・少年鑑別所・刑事施設で勤務する「法務教官」地方更生保護委員会・保護観察所で勤務する
「保護観察官」の３区分がある。保護観察官以外はA（男性）B（女性）別の採用となる。採用後は全国８つに分けられた管区内で勤務する。

科目の内訳解答数出題分野

６０題出題中 ・４０題解答
【必須】 心理学に関する領域２０題
【選択】 次の４０題から２０題選択 心理学⑩、教育学⑩、福祉⑩、社会学⑩

４０題
選択

矯正心理専門職
専門分野

心理学⑩、教育学⑩、福祉⑩、社会学⑩４０題
法務教官

保護観察官
専門分野

合
格
・
内
定

２次試験

基礎能力試験 専門試験

2時間20分・40題 2時間20分・40題

１次試験

個
別
面
接

過去の合格者数・倍率 ★配点比率

配点比率
試験種目

法務教官・保護観察官矯正心理専門職

２/１０２/１１・基礎能力試験

第１次試験 ３/１０３/１１・専門試験

３/１０３/１１・専門論文試験

２/１０３/１１・人物試験第２次試験

専門記述試験

1時間45分・1題

※専門記述試験とは・・・１時間45分

矯正心理専門職は心理学１題解答、法務教官・保護観察官は【心理学、教育学、福祉、社会学】の中から１題選択解答

航空機に対し、無線電話・レーダー等により、離着陸及び航行の安全に必要な指示を与え、又情報提供を行う等の航空交通管制業務に従事する。採用後
は航空保安大学校で基礎研修を受けた後、全国の空港や航空交通管制部へ配属される。語学力が必ず求められる。

基礎能力試験 適性試験Ⅰ部

2時間20分・40題 45分・60題

外国語試験

［マークシート］2時間・30題

科目の内訳解答数出題分野

記憶力検査⑮、空間把握力検査㊺６０題適性試験Ⅰ部

英語のヒアリング１０題外国語

筆記マークシート方式(英文解釈・和文英訳・英文法)３０題外国語

過去の合格者数・倍率

★配点比率

１次試験

合
格
・
内
定

２次試験

個
別
面
接

２０２２年２０２１年２０２０年実施年

倍率合格数倍率合格数倍率合格数受験区分

2.7993.2803.2120矯正心理

3.22683.13114.3336法務教官

2.0981.7953.094保護観察官

英

会

話

３次試験

適
性
試
験
Ⅱ
部

身
体
測
定

※ ３次試験・・・適性試験Ⅱ部・身体検査・身体測定

航空管制業務シミュレーションによる試験、一般内科系検査、視力・色覚・聴力について測定

２０２２年２０２１年２０２０年実施年

倍率合格数倍率合格数倍率合格数受験区分

5.08511.64218.748航空管制官

［聞き取り］40分・10題

配点比率試験種目

２/１２・基礎能力試験

第１次試験
２/１２・適性試験Ⅰ部

１/１２・外国語（聞き取り）

３/１２・外国語（筆記）

１/１２・外国語（面接）
第２次試験

３/１２・人物試験

合否判定のみ・適性試験Ⅱ部
第３次試験

合否判定のみ・身体検査、身体測定



－ 18 －

自衛隊一般幹部候補生

教養試験

2時間・40題

１次試験

国立大学は平成16年から法人化し、国の機関から国立大学法人へ移行した。これに伴い、国立大学法人等の職員の身分も、国家公務員から非公務
員型の法人職員へ移行し、人事院が行う国家公務員試験から、「国立大学法人等が合同で実施する試験へ変更」されることとなった。

しかし①待遇面は公務員並みである、②筆記試験の内容は公務員試験とほぼ同じである、 ③「教養試験」のみで実施されることから、多く
の公務員志望者が受験する試験である。

１次試験は、全国７ブロックの地区別合同選抜試験、２次試験は各大学別で実施される。

事務系（事務・図書）と技術系の職種がある。

関東甲信越地区東北地区北海道地区

中国四国地区近畿地区東海北陸地区

九州地区

★採用ブロック

国立大学法人等職員

陸上・海上・航空各自衛隊別の採用区分があり、更に院卒・大卒別、一般要員・飛行要員・音楽要員別の採用がある。各自衛隊の指揮官、幕僚、教官
等の幹部業務に従事する。採用後は各幹部候補生学校へ入校し、卒業後は３等（院卒は２等）尉官として幹部自衛官となる。

１次試験 ※自衛隊一般幹部候補生（大卒程度試験・一般要員）の場合

一般幹部候補生(飛行要員を除く。)検査項目
男子は150cm、女子は140cm以上のもの身⾧
身長と均衡を保っているもの体重
両側とも裸眼視力が0.6以上、又は矯正視力が0.8以上
で
あるもの

視力

色盲又は強度の色弱でないもの色覚
正常なもの聴力
多数のう歯又は欠損歯(治療を完了したものを除く。)の
ないもの

歯

１ 身体健全で慢性疾患、感染症に罹患していないもの。
また、四肢関節等に異常のないもの
２ 慢性疾患には次のものも含まれます。
⑴ 気管支喘息(小児期に喘息と診断されたが、最近３年間は無治療で発
作のないものは除く。)
⑵ 常時治療を要する又は感染症を伴う重症なアトピー性皮膚炎
⑶ 腰痛(５年以上無症状で再発のおそれのないものを除く。)
脊椎疾患に関わる手術を５年以内に受けたもの

⑷ てんかん、意識障害の既往歴のあるもの(ただし、乳幼児期に限定し
た熱性けいれんやローランドてんかんの既往(服薬なしで発作が過去５年間
なく、再発のおそれがないもので診断書等が必要)等を除く。)
⑸ 過度の肥満症
⑹ 高血圧症、低血圧症
３ 開腹手術の既往歴がないもの(ただし、次のものを除く。)
⑴ 外そけい・臍ヘルニア根治術
⑵ 腸管癒着症状を残さない虫垂切除術
⑶ 開腹手術のうち、腹腔鏡下手術の実施後１年以上再発・後遺症がな
いもの
⑷ 開腹手術の実施後５年以上再発・後遺症がないもの
４ 刺青がないもの・自殺企図の既往歴のないもの・妊娠中でないもの・躁う
つ病等の精神疾患のないもの又は既往歴のないもの

その他

一般教養試験 3時間20分・60題専門試験

3時間20分・60題

専門記述試験

3時間20分・60題 1時間50分・20題 1時間30分

合格・内定

口述試験・小論文・身体検査

２次試験

科目の内訳解答数出題分野

７０題出題、６０題選択
【必須］４０題
英語⑩、国語⑩、数的推理⑩、判断推理⑤、資料解釈❺
【選択］３０題中２０題選択
日本史②世界史②地理③思想③政治③経済③社会③国際関
係①数学③物理②化学②生物①地学②

６０題
選択

一般教養

２７題出題、２０題選択
人文科学、社会科学、理・工学のうちから1科目選択

２０題
選択

専門(択一式)

心理、教育、英語、行政、法律、経済、国際関係、社会、
数学、物理、化学、情報工学、電気、電子、機械(造船を含む。)、
土木、建築、航空工学、海洋・航空のうちから1科目選択

１題
選択

専門(記述)

主な身体検査の合格基準 ※詳細は募集要項を確認してください

科目の内訳解答数出題分野

社会科学⑦、人文科学⑦、自然科学⑥
文章理解⑦、判断推理⑧、数的推理及び資料解釈⑤

４０題教養試験

合格・内定

面接考査等（大学別）

２次試験

国立大学の他に、高等専門学校、自然の家、博物館等での採用もある。


